
経済活動における市民社会のルール

＊開催日 ②１月１６日（木）/１７日(金) １ 民法とはどんな法律か

＊時間 １日目　9：30～17：00   (1)民法の位置付けと意義   (2)民法の構造と性質

２日目　9：00～16：00 ２ 民法の基本原則と意義～基本原則と法源

＊定員 ４０名   (1)日本民法の基本原則  (2)所有権の絶対

＊受講期間 ２日   (3)契約自由の原則  (4)過失責任主義

＊研修場所 Zoom開催   (5)家族法領域の基本原則　他

＊対象者 係長(同相当職) ３ 権利の主体～私権の行使と私人

採用後３年以上の一般係員   (1)権利とはなにか　(2)私権の種類　(3)私権の行使とルール

＊研修方法 講義、事例研究、演習   (4)権利の主体　(5)制限行為能力者

４ 権利の客体

５ 法律行為１～法律行為の意味・契約締結

６ 法律行為２～意思表示

７ 代理

８ 民法改正とその影響

　❶ZOOMの利用が可能なデバイスがある。パソコン・タブレット (可能な限りパソコン推奨）　　※スマートフォン不可

　※内蔵カメラやマイクが付いていない場合は、外付けのカメラ・マイク・スピーカーなどが必要です。

　※よりクリアな音声でやり取りするには、ヘッドホンとマイクが一体になったヘッドセットやイヤホンマイクがお勧めです。

　➌受講決定者以外のご参加はご遠慮ください。また、一台のデバイスから複数名での参加はできません。

詳　細 予定研修科目

一般研修

民　法（オンライン）
～民法の主要な項目について基本的な知識を修得～

研修目標 特徴ＰＲ

ZOOM開催

※研修の進め方、内容が変更になることもございますのでご了承ください。

予定講師

留意点・注意事項

　➋執務室での受講を避け、1人で受講できる静かな環境(会議室などの別室）で受講をお願いします。

　※やむを得ず同じ場所から２名以上で受講される場合は、事前にご相談ください。

個人の生活を規律する最も基本的な法律である
「民法」についての構成と条文の解釈を学ぶ。また、
公法人である地方公共団体の活動がどのように法律
と関係するかを理解し、実務への応用を目指す。

地方公共団体の活動領域が広がる中、私法の規定が

適用される場面も広がっています。研修では、公法と
の関連における適用や解釈を学んでいただくことで、
実務で活かせる法知識を修得することができます。

実務で活かせる法知識を修得する行政実務への応用を目指す

上机 美穂 東京経済大学 現代法学部教授

明治大学法学部卒。日本大学大学院法学研究科博士後期課程修了、博士(法学)。２００８年より札幌大学

法学部にて指導。准教授を経て１７年より教授。２１年４月から東京経済大学現代法学部教授。大学で

は、民事法学を担当。
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